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1 令和6年6月通常譜員総会開催

■6月28日（金）、中村商工会館において、令和6年通常議員総会が開催されました。

出席状況：計51名（出席者27名、委任状24名）

■総会では、令和5年度の事業報告並びに一般会計•特別会計の決算について、ご審議いただき、

議決・承認されました。

■一般会計、特別会計の収支決算内容については、次のとおりです。

令和5年度一般会計• 特別会計収支一 覧表

収入の部
特別会計

項 目 一般会計 小規模事業・伴 職員退職給与 商工会館運営 労慟保険事務 特定退職金共 合 計
走型小規模事業 積立金 組合 済事業

会 費 14,217,000 14,217,000 

負 担 金 331,000 331,000 

寄 付 金 ゜

事 業 収 入 20,748,112 3,433,237 6,353,979 445,000 30,980,328 

交付金／補助金 402,363,310 41,822,565 1,033,600 445,219,475 

共 益 費 収 入 1,114,815 1,114,815 

共 済 事 業掛 金収入 30,879,000 30,879,000 

企業年金契約給付金受入 21,061,230 21,061,230 

退職給与引当金取崩収入 ゜ ゜

労 働 保 険 料 15,029,811 15,029,811 

積立金取崩収 入 1,646,000 1,646,000 

雑 収 入 1,598,817 59 ゜ 14,575 28 56 1,613,535 

繰 入 金 ゜ 4,287,011 4,000,000 12,000,000 ゜ 20,287,011 

繰 越 金 1,277,875 ゜ ゜ 730,249 ゜ ゜ 2,008,124 

＾にコ軒ロ 440,536,114 49,542,872 4,000,000 21,859,618 16,508,439 51,940,286 584,387,329 

（単位：円）

支出の部
特別会計

項 目 一般会計 小規模事業・伴 職員退職給与 商工会館運営 労働保険事務 特定退職金共 合言十
走型小規模事業 積立金 組合 済事業

事 業 費 405,633,138 8,124,024 413,757,162 

給 与 費 等 6,926,969 34,098,196 1,966,779 1,320,000 44,311,944 

福 利 厚 生 費 2,304,243 5,190,221 60,000 7,554,464 

旅 費 324,801 ゜ 324,801 

事 務 局 費 1,389,666 ゜ 112,159 66,056 1,567,881 

会 議 費 670,719 ゜ ゜ 670,719 

公 課 分 担 金 2,025,350 ゜ 921,921 2,947,271 

他会 計 繰 入 金 18,287,011 2,000,000 20,287,011 

青年部・女性会助成金 624,000 624,000 

維 持 費 5,445,719 5,445,719 

会 館補修積立金 12,500,000 12,500,000 

退 職 給 与 金 ゜ ゜

退職給与引当金繰入 4,000,000 4,000,000 

賃 借 料 240,000 240,000 

労 働 保 険 料 15,029,811 15,029,811 

一 般 会 計繰入金 1,478,628 1,478,628 

共 済 事 業給付金 21,061,230 21,061,230 

積 立 金 29,433,000 29,433,000 

雑 費 153,960 130,431 ゜ ゜ ゜ 284,391 

合計 438,339,857 49,542,872 4,000,000 21,186,578 16,508,439 51,940,286 581,518,032 

（単位：円）

※中村商工会議所では、 一般会計と特別会計があり、 各々の会計で収支の決算を行います。
※特定退職金共済事業とは、 アクサ生命（株に共済掛金の資産運用を委託しております。

■報告

四国新幹線の実現に向けて、多くの声を届けるため署名

活動の要請を行いました。
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◆小規模事業者は、中小企業と比べて売上不振の割合が高く、厳しい経営環境にある。
◆特に小規模事業者は販路開拓や人手不足、資金繰り等の経営課題を重視する傾向にあり、
　これらの課題に対応しながら、売上を確保し事業を持続的に発展させていくことが重要。

人手不足の原因は、①社会全体の労働人口の減少や、②働き方の多様化による非正規雇用者
の増加などが影響しており、今後も続くことが予想されている。しかし、小規模事業者にお
いては売上不振の割合が高く、求人広告等の採用コストが十分に捻出できず、人材を確保で
きない負のスパイラルに陥っている。ただやみくもに求人募集を出すのではなく、働き手が
何を求めているかなど、被雇用者側の目線に立って効果的な募集を行うとともに、既存従業
員が辞めないような労働環境の整備を行っていくことが大事である。

◆コストを把握している事業者ほど、自社製品・サービスの優位性を価格に反映できている。
◆顧客ターゲットの明確化を行っている事業者ほど、年間売上の増加が見込まれる。

たとえば20代女性と60代男性では、広告媒体やキャッチコピーなどアプローチ方法が大
きく異なるため、ターゲットを明確化した上で適切にプロモーションを行っていくことが
重要。ターゲットの設定においては、年齢や性別、地域、ユーザー心理や行動などを考えると
良い。一方でターゲットを絞りすぎるとアプローチできるユーザーは減ってしまうため、新
規獲得できる顧客数の減少につながる恐れがあることも同時に知っておく必要がある。ま
ずは自社商品の特徴をしっかり把握し、適正な価格やターゲットの明確化を行った上で新
規顧客の獲得に取り組むことで、売上の増加につながることが期待される。












